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 なぜ今時に博士論文を提出するのかということについて、若干のコメントを申し述べて

おきたい。 

私は、長年にわたって大学院で院生指導にあたってきた。とくに、東北大学においては

学部をもたない大学院専門の研究科だったため、修士課程および博士課程の院生指導を専

門におこなってきた。私の研究室に在籍していた院生は、日本人だけでなく、中国、韓国、

インドネシア、カナダ、プエルトリコ、ドイツからの留学生たちであり、多種多彩だった。

対象領域もばらばら、専門分野もばらばらであり、そのため、授業も、半分は日本語、半

分は英語という変則的なかたちでおこなわざるをえなかった。日本語で論文を書く学生は

日本語で報告していいが、レジュメとして英語のサマリーをつける、一方、英語で論文を

書く学生の場合は、英語のみで、日本語のサマリーは必要がないという対応をしてきた。 

そして、どの学生にたいしても、文献にきちんとあたり、エビデンスをきちんと示して

ある論文を書くように指導してきた。とくに、博士論文に関しては、生涯ついてまわるも

のであるから、準備を怠りなく、精査したうえで論文を提出するようにといいつづけてき

た。さらに、いわゆる課程博士については、制度上取得できるようになってはいるものの、

博士の名に値するものではないともいいつづけてきた。 

 そのようにいいつづけてきた身としては、自分でも博士に値する論文を提出し、彼らに

たいして見本をみせてやらなければならないという想いをずっと抱きつづけてきたわけで

ある。今回、その想いを実現すべきときであるという判断から、博士論文を提出すること

に致した次第である。 

 中央大学は、学部、大学院と、私にとっての母校であり、その母校にたいして、博士論

文を提出することができるということは、望外の喜びである。 
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